	経済情勢トピックス《爆買いはなぜ消えたのか》




最近は「爆買い」の勢いにも、やや陰りが見えてきました。その背景について、訪日客数の急減、景気低迷による購買意欲の減退、高額品の需要の一巡といった、経済的な要因を仮説として統計データで検証したところ、あまり説得力のある原因はみつかりません。
　むしろ、中国政府による政策の変更による影響が強いのではないかと考えられます。
１　消えた「爆買い」
主に、中国人観光客が炊飯器や温水洗浄便座等の家電のほか、バッグ・時計・宝飾等の高級ブランド品、医薬品・化粧品、さらには紙おむつ等の日用品にいたるまで、一度に大量購入する様子は「爆買い」と表現され、2015年の新語・流行語大賞にも選ばれました。爆買いによって、小売業やサービス業が活況を呈しましたが、近頃は図1のように、その勢いにやや陰りが見えるようです。
爆買いは、単なるブームに終わったのでしょうか。そこで本稿では、爆買い失速の背景について仮説を挙げ、統計データでそれらを検証します。
図1  関空入国者の買い物目的の支出総額
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資料：日本銀行大阪支店「BOJ Reports & Research Papers」
「関西におけるインバウンド需要の動向」（2016年6月）

 仮説1：急に日本に来なくなった？ 
まず、訪日中国人観光客が激減したのではないかと考えられます。しかし、関西国際空港（関空）経由で入国する外国人観光客（インバウンド）数をみると、全体では堅調に推移しています。また、中国人観光客は前期から大きく落ち込んだ15年10～12月期でさえ、前年同期比は70.1％増と高い伸びを示し、それ以降も伸びは鈍化しましたが、増加基調が続いています（図2）。
図2  関西国際空港の入国者数
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資料：法務省「出入国管理統計」
注）：全国籍以外は、全て左目盛り。
さらに、関空における国際線の方面別便数をみても、16年夏スケジュール（3月27日～10月29日）は中国方面が圧倒的な便数を占め、15年の水準を維持していますので、よほどのことがない限り、訪日の勢いが弱まるとは当面考えにくいでしょう（図3）。
図3  関西国際空港における国際線の方面別便数の内訳
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資料：関西エアポート株式会社
注1）：中国方面には中国本土、香港、マカオを含む。その他

方面にはオセアニア、中東等が含まれる。北米はハワ
イを含む。
注2）：夏期・冬期は、それぞれ概ね3月末～10月末、10月
末～3月末である。
 仮説2：中国の景気低迷で購買意欲がなくなった？ 
中国国内で販売される輸入品は、一般貿易の貨物として関税、増値税（日本の消費税に相当）、贅沢品などへの税が課せられるほか、物流コストや小売店のマージンなどが加わり、最終価格が日本の何倍にも上昇する場合があります。
一方で、海外旅行者の手荷物や国際郵便に対しては、一般貿易よりも低率の「EQ \* jc1 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(ぎょう),行)

EQ \* jc1 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(ゆうぜい),郵税)」が課せられるだけでした。それに加えて、14年10月に日本がインバウンド向けに消費税の免税対象品目を拡大したことや、円安・元高が追い風となり、自国内よりも日本で購入した方が価格差による恩恵を受けられるようになったのです。こうした好条件が重なり、転売を目的としたバイヤーによる個人輸入も含めて、爆買いが一気に広がりました。
　とはいえ、15年秋以降の上海株式市場の急落、輸出の減少、元安・円高への転換といった様々な経済環境の変化を目の当たりにすると、中国人観光客の購買意欲が減退したのでは、という懸念が拭えません。
　たしかに、関空から入国する中国人観光客の買い物総額と、為替レートの関係をみると、15年7～9月期頃までは為替の影響が少なくないようですが、それ以降は為替に連動しているとは言い難いのです（図4）。同様に、中国人観光客における1人当たりの買い物目的の支出金額は、15年の前半まで大きく上昇したものの、後半以降は14年とほぼ同じか少し上回る水準で、安定した推移を示しています（図5）。

図4  関空から入国した中国人観光客の
買い物総額と為替レート
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資料：日本銀行大阪支店・前掲資料、及び日本銀行ホームページより作成。

注）：為替レートは月次データの3ヶ月平均。
図5  関空入国者の1人当たりの買い物支出総額
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資料：図1と同じ。
 仮説3：高額品の需要が一巡した？ 
他に考えられるのは、頻繁に買い替えるような性格の商品ではない、バッグ・腕時計などの高級ブランド品、炊飯器・温水便座といった家電製品の需要が、一巡したとする見方です。統計データでは、インバウンド1人当たりの支出額が「カメラ・ビデオカメラ・時計」「電気製品」「服（和服以外）・かばん・靴」などの品目で、15年の前半をピークに下落傾向にあります（図6）。

図6  外国人旅行者1人当たりの支出額（円換算）
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資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
　ただし、「化粧品・香水」「医薬品・健康グッズ・トイレタリー」といった品目では、緩やかな増加基調を維持しています。また、クレディ・スイスの「2015年度グローバル・ウェルス・レポート」によると、中国の中流階級
の成人人口が1億900万人と、米国（9,200万人）を抜いて世界一になり、資産総額100万米ドルを超える富裕層（ミリオネア）も2020年までの5年間で74％増加すると見込まれています。この数字を勘案すれば、初訪日する中国人観光客がまだ伸びる余地があり、需要の一巡だけでは説明できない背景があると思われます。
 仮説4：「モノ消費」から「コト消費」に変化した？ 
最近では、中国人観光客がモノの購入よりも、自然や温泉を楽しむ、あるいは果物狩りやそば打ちといった、体験型の観光に関心が高まっているとの報道も散見されます。インバウンドが日本でどんな行動をしたのかをみると、図7が示すとおり、様々な体験の中でも「繁華街の街歩き」や「自然・景勝地観光」が60～70％台を占め、2年ほどで17～18ポイントも伸びています。今後もこのような志向が高まるとみてよいでしょう。
図7  今回の訪日で外国人観光客がしたこと（複数回答）
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資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
注）：「飲食」を除く、回答の概ね上位8項目。
他方で、ショッピングが15年以降に80％を超え、概ね右肩上がりのトレンドで推移していることも無視できません。

以上から、インバウンドの嗜好がより多様化し、彼らの観光行動に変化が現れはじめているのは、疑いの余地がありません。しかし、消費の大部分がにわかにショッピングからコト消費へ移行する可能性は、低いと考えられます。
２　爆買いを消し去った主な要因は
では、上で述べた仮説がいずれも本質を捉えていないとすれば、爆買いを消し去った本当の理由はいったい何なのでしょうか。そこには経済的な要因よりも、政策的な思惑が垣間見られます。

◇ 行郵税率の引上げ
中国政府は、個人輸入と称して大量に海外商品を購入し、行郵税しか負担しない「課税逃れ」のバイヤーを排除し、中国国内の消費を活性化するために、16年4月8日から行郵税率を引き上げました。例えば、高級腕時計の税率が30％から60％に、酒・化粧品などの税率が50％から60％に引き上げられました。税率の見直しにより、日本で爆買いをするメリットが薄れ、中国国内で正規輸入品を購入、もしくは後述する「越境EC
（電子商取引）」を利用する動機が高まったと考えられます。
なお、中国の国際空港では、行郵税率の引き上げと同じ4月8日から、日本での爆買いなど海外からの持ち込みや個人輸入の物品に対して、税関検査を強化しました。
◇ 越境EC市場への新税制の導入
海外のEC企業が中国の消費者に注文商品を配送するパターンは、通関や配送モデルの違いによって「直送モデル」と「保税区モデル」の2つに分けられます（図8）。
図8  日本から中国への主な配送モデル
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資料：経済産業省「電子商取引に関する市場調査報告書」（2016
年6月）より作成。
直送モデルは、中国の消費者から注文が入るごとに日本の倉庫から商品を国際便で配送するため、リードタイムは長くなります。他方の保税区モデルは、中国の「保税区
」内の保税倉庫にあらかじめ商品をまとめて輸送・保管しておき、消費者から注文を受けた際に倉庫から出庫する方法です。この場合、注文を受けて中国国内から発送するので、リードタイムは短くなります。
これまでの越境ECに対しては、直送または保税区の別に関係なく、一般貿易よりも低率な行郵税という優遇税制が適用され、海外商品を安価で購入できました。なお、課税額が50元以下の場合は免税となっていたので、納税額が50元以下になるよう商品を小分けして購入する者も現れました。さらに、直送モデルにおける大量の郵便物への行郵税の運用に際しては、検査の人手不足やシステムの未確立などの問題から、課税漏れが多く発生しました。
こうした状況がモラルハザードを助長し、中国の消費者に越境ECで海外商品を大量に購入するスタイルが定着しました。また、日本では在留中国人・日本人ブローカー、中国人留学生などが中国のインターネット通販会社の代わりに爆買いすることで、紙おむつ、粉ミルク、化粧品といった商品が次々に買い占められる現象が起こりました。ちなみに、日本を経由した15年の越境EC市場の規模は7,956億円と、前年に比べて31.2％も増加しています。
　そこで中国政府は、厳しく課税される一般貿易に比べて税負担が軽く、税収の取りこぼしも多い越境ECに対し、16年4月8日に新たな税制を導入しました。
　新しい税制では、直送モデルに適用される行郵税の税率がこれまでの4段階（10％、20％、30％、50％）が3段階（15％、30％、60％）に変更され、課税額が50元以下の免税対象の規定は継続されました。保税区モデルでは、これまでの行郵税を廃止し、一般貿易と同様に関税・増値税・消費税（贅沢品などへの税）が課税されるようになりましたが、関税の免除や増値税・消費税の低減税率の適用、1回当たりの購入限度額の引き上げといった優遇策も取られています。
　このように、中国の越境EC市場の動向をみると、日本の爆買いの実態が純粋にインバウンドによるものだけではなく、現地（日本）にいるブローカーなどによる代理購入が、上乗せされていた可能性が大きいのです。そのため、中国政府による新税制の導入によって、課税逃れの温床になっていた直送モデルの市場が縮小したものと考えられます。

３　おわりに
以上を要約すると、爆買いが失速した背景として、円高の進行といった経済環境の影響も、もちろん一部にはあったのでしょうが、それ以上に中国政府の制度変更の影響が大きかったのではないか、という結論にいたります。
私たちは、メディアを通じて「爆買い＝インバウンドの貪欲な消費行動」と認識していましたが、実は旅行者を装ったバイヤーや、直送モデルのブローカーなどが少なからず紛れていたようです。ですから、中国政府の規制強化（増税・制度改正）によって急速に市場が縮小したのです。
　今後も中国政府は、徴税を免れる直送モデルに対する課税や、代理購入に対する取り締まりを強化しつつ、政府が管理しやすい保税区モデルの市場を活性化させる政策を打つとみられます。そうなれば、かつての爆買い風景をみることは、おそらくないでしょう。
　バブル崩壊から長らく続いた景気の低迷ですが、ようやくインバウンドのお陰で、小売業やサービス業を中心に賑わいが戻ってきました。しかし、爆買いという「うたかたの夢」に酔いしれることなく、これからは地に足をつけて国内のリピーターも大切にしながら、様々な国々から観光客を迎えたいものです。
（山本　敏也）

� 同レポートでは、5万～50万米ドルの資産を持つ人と定義されている。


� 経済産業省では、「消費者と、当該消費者が居住している国以外に国籍を持つ事業者との電子商取引（購買）」と定義されている。


� 規制緩和で試験的に設けられた、一時的に関税をかけられずに輸入品を保管できる特別区域。
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